
 

 

様式第１号（第２条，第６条関係） 

（第１面）（記入例） 

                         令和〇 年 〇 月 〇 日 

三原市長  様 

 

申請者  郵便番号 〇〇〇－〇〇〇〇 

住  所 〇〇市〇〇町〇－〇 

氏  名 〇〇 〇〇         

電話番号 〇〇〇〇－〇〇－〇〇〇〇 

   

三原市ブロック塀等安全確保事業補助金交付申請書 

 

標記の補助金の交付を受けたいので，三原市ブロック塀等安全確保事業補助金交付要綱第６条の規定に

より，次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 補助事業の名称及び事業の概要 

三原市ブロック塀等安全確保事業（該当する□の中にレ印を記入してください。複数可。） 

☑ 補助対象ブロック塀等の除却工事 

☑ 補助対象ブロック塀等の建替工事 

除却するブロック塀等の 

種別 
高さ（除却前） 延長 

コンクリートブロック塀 1.4      ｍ 10.5      ｍ 

 ｍ ｍ 

 

新設する軽量フェンス等

の種別 
高さ（新設後） 延長 

アルミフェンス 0.8(地盤から 1.2)   ｍ 5.5      ｍ 

 ｍ ｍ 

 

２ 補助事業の実施期間 

     自（着手予定日）     令和〇 年 〇 月 〇 日 

     至（完了報告予定日）   令和〇 年 〇 月 〇 日 

 

３ 補助対象ブロック塀等の所在地  三原市 〇〇町〇丁目〇〇〇〇        

 

４ 補助金交付申請額        金  １５２，０００  円 
 

 

 

 

除却して建替えをする場合は両方に☑をします。 

※第２面で計算した金額を 

記入します。 

※予定なので，実際の実施期 

間がずれても構いません。 

なお，工事着手済みのものは 

補助対象外になります。 

新設フェンスの地盤からの高さは，既存と同程度以下に限ります。 



 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（第２面）（記入例） 

５ 補助金交付申請額の算出方法 

補助対象経費 除却に要する工事費 

（単価上限があります）（Ａ） 
(※Ａ) １１０，０００ 円 

建替に要する工事費 

（単価上限があります）（Ｂ） 
(※Ｂ) １１８，８００ 円 

補助対象経費の２／３ Ａ×２／３      （Ｃ） ７３，３３３ 円 

Ｂ×２／３      （Ｄ） ７９，２００ 円 

補助金の限度額 除却工事       （Ｅ） １５０，０００円 

建替工事       （Ｆ） １５０，０００円 

交付申請額（小計） Ｃ，Ｅのいずれか小さい額で

１，０００円未満を切り捨てた

額  （除却工事）  （Ｇ） 

 

７３，０００ 円 

Ｄ，Ｆのいずれか小さい額で

１，０００円未満を切り捨てた

額  （建替工事）  （Ｈ） 

７９，０００ 円 

交付申請額（合計） 
Ｇ＋Ｈ 

 

 

１５２，０００ 円 

※ ５の補助対象経費の額（Ａ）及び（Ｂ）は，工事施工者に支払う予定額の内の補助対象の額です。 

※ 建替に要する工事費には、除却に要する工事費を含まないでください。 

※ 交付を受けようとする補助金に消費税仕入控除税額がある場合には，これを減額して申請してください。 

※ 関係書類（各１部提出すること，下記の同意欄に記名・押印した場合は７，８の提出は不要） 

    １ 安全性に係るチェックリスト又は耐震診断等の結果 

２ 除却する補助対象ブロック塀等の位置図，配置図及び立面図（除却部分を表示すること） 

    ３ 除却する補助対象ブロック塀等の写真 

    ４ 補助対象ブロック塀等の除却後，軽量フェンス等を新たに設置する場合は，その設計図書 

    ５ 補助対象ブロック塀等の除却又は建替に係る工事費の見積書であって，工事費の内訳が確認できるもの（自

由様式。ただし工務店等の押印のあるもの） 

６ 補助対象ブロック塀等の敷地の土地又は建物の所有者以外の者が申請する場合，当該所有者の承認書 

７ 除却しようとするブロック塀等の敷地の土地及び建物の所有が確認できるもの（登記事項証明書等） 

    ８ 補助申請を行う者の市税納税証明書 

     

 【個人情報目的外利用同意欄】 

（同意する場合は当該書類を添付する必要はありません。実筆の場合は押印を省略できます。） 

 

私は，関係書類７，８について関係課が保管している個人情報を直接収集することに同意します。 

 

申請者氏名     〇〇 〇〇     ○印 

※Ａ：除却長さ(m)×12,000(円/ｍ)が上限です。（見積書の例を参照） 

    （例：10.5ｍの場合は，10.5ｍ×12,000 円/ｍ＝126,000 円が上限） 

※Ｂ：新設長さ(m)×68,000(円/ｍ)が上限です。（見積書の例を参照） 

（例： 5.5ｍの場合は， 5.5ｍ×68,000 円/ｍ＝374,000 円が上限） 



 

 

別紙 

 

チェックリスト（記入例） 

         

 

 

 

１ 補強コンクリートブロック造の塀の場合（不適合の項目があれば安全性が確認できないと判断しま

す。） 

項目 基準 適合 不適合 

① 高さ 塀の高さは 2.2ｍ以下 〇  

② 壁の厚さ 高さが 2.0ｍ以下の場合，塀の厚さは 10ｃｍ以上 〇  

高さが 2.0ｍを超える場合，15ｃｍ以上   

③ 控壁（高さが

1.2ｍを超える

塀の場合） 

塀の長さ 3.4ｍ以下ごとに控壁（塀の高さの 1/5 以上突出

したもの）がある 

  

〇 

④ 基礎 基礎がある   

⑤ 健全性 傾き，著しいひび割れや損傷等がない  〇 

⑥ その他    

 

 

２ 組積造(レンガ，石等)の塀の場合（不適合の項目があれば安全性が確認できないと判断します。） 

項目 基準 適合 不適合 

① 高さ 塀の高さは 1.2ｍ以下   

② 壁の厚さ 塀の厚さは高さの 1/10 以上   

③ 控壁 塀の長さ 4.0ｍ以下ごとに控壁（塀の厚さの 1.5 倍以上突

出したもの）がある（塀の厚さが高さの 1.5/10 以上の場

合を除く。） 

  

④ 基礎 基礎がある   

⑤ 健全性 傾き，著しいひび割れや損傷等がない   

⑥ その他    

 

 

３ 補助対象ブロック塀の築造年次         年   月頃・不明 



 

 

 

・位置図 （例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置図（例）  

※敷地配置とブロック塀の長さが分かるようにして下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・立面図（例） 

 

 

 

        南面 立面図（現状）            東面 立面図（現状） 

申請地 

道路 

建物 

5.5ｍ 

5.0ｍ 
道路 

1.4m 

1.4m 

5.5m（南面） 5.0m（東面） 

上 5 段撤去 
全部撤去 

下 2 段残す 

（※原則，2 段までは残置可能。） 

※門柱は補助対象外。（算定しない) 

門
柱

（対
象
外
） 



 

 

 

 

・写真（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計図書（建替の場合のみ）（例） 

カタログ等があれば，加えて添付して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南面 立面図（新設） 

 

 

 

 

 

  
全体が分かるように撮影して下さい 

  
全体が分かるように撮影して下さい 

写真①（南面） 写真②（東面） 

ブロック(既存) 

0.8m 

0.4m 

新設フェンス（カタログによる） 

支柱間隔：800mm ピッチ以内 

埋込深さ：350mm 

5.5m 



 

 

 

 

 

 

・見積書（例） ※記載している単価はあくまで例です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(有)〇〇建設
〇〇　〇〇様 　代表取締役　〇〇　〇〇
日付：令和〇年〇月〇日 広島県三原市〇〇町〇〇〇〇

見積金額　￥２３９，８００円（税込）
TEL：0848-〇〇-〇〇〇〇

工事名：〇〇様邸　CB塀建替工事
場所：三原市〇〇町〇〇〇〇

摘要 数量 単位 単価 金額（税抜） 金額（税込） 備考

撤去
　カッター切断 5.5 ｍ 2,000 11,000 12,100
　CB撤去費 10.5 ｍ 7,000 73,500 80,850
　運搬処分費 10.5 ｍ 1,000 10,500 11,550
　諸経費 1.0 式 5,000 5,500

撤去小計 110,000円
（税込）

門柱撤去
1.0 式 10,000 11,000 補助対象外

新設
　アルミフェンス（工事費込） 5.5 ｍ 14,000 77,000 84,700
　モルタル補修 5.5 ｍ 2,000 11,000 12,100
　諸経費 1.0 式 20,000 22,000

新設小計 118,800円
（税込）

合計 218,000 239,800

見積書

※押印が必要

です。 

※対象外の項目がある場合は，計算しやすいように，分けて下さい。 

※なるべく一式

とせずに詳細に

記載して下さい。 

※なるべく一式

とせずに詳細に

記載して下さい。 

会社印 

撤去小計 

新設小計 

補助対象経費（撤去） 

10.5ｍの場合は，10.5ｍ×12,000 円/ｍ＝126,000 円が上限。 

比べて小さい「110,000 円」が補助対象経費。 

補助対象経費（新設） 

5.5ｍの場合は， 5.5ｍ×68,000 円/ｍ＝374,000 円が上限。 

比べて小さい「118,800 円」が補助対象経費。 



 

 

様式第６号（第９条関係） 

（第１面）（記入例） 

 

令和〇 年 〇 月 〇 日 

三原市長  様 

 

申請者 住  所 〇〇市〇〇町〇－〇 

氏  名 〇〇 〇〇   

  

三原市ブロック塀等安全確保事業完了実績報告書  

 

令和〇年 〇月 〇日付け 三建指第〇〇〇号で交付の決定の通知がありました三原市ブロック塀等

安全確保事業完了について，三原市ブロック塀等安全確保事業補助金交付要綱第９条の規定により，関係

書類を添えて次のとおり報告します。 

 

１ 補助事業の名称 

 三原市ブロック塀等安全確保事業  補助対象ブロック塀等除却・建替 工事 

 

２ 補助対象ブロック塀等の所在地    三原市 〇〇町〇丁目〇〇〇〇  

 

３ 補助金交付決定額          金 １５２，０００ 円 

 

４ 補助事業の実施期間         自 令和〇 年 〇 月 〇 日 ・・・必ず決定通知書以降 

                    至 令和〇 年 〇 月 〇 日 

５ 決算 

収入 支出 

自己資金 ８７，８００ 円  補助対象経費 ２２８，８００ 円 

補助金受入予定額 １５２，０００ 円  補助対象外経費  １１，０００ 円 

    

合計 ２３９，８００ 円  合計 ２３９，８００ 円 

※ 補助対象経費は申請書で記載した金額となります。 

※ 収入金額の合計と支出金額の合計は同額となり，請求書又は領収書の金額となります。 

６ 関係書類 

完了実績報告書に添付するもの（各 1部提出すること） 

(1) 契約書の写し又は注文書及び請書の写し（三原市ブロック塀等安全確保事業補助金交付決定通知

書が交付された日以降かつ工事に着手する日以前の日付のもの） 

(2) 補助対象事業の実施に要した経費に係る請求書の写し及び領収証書の写し 

(3) 補助対象事業の作業前，作業中及び作業後の写真 

決定通知書（申請書提出後に市から発行

された文書）の内容を転記して下さい。 

見積書の合計金額を記入して下さい。 

両方とも同じ金額になります。 

申請書第２面の(A)と(B)の合計金額 



 

 

 

様式第８号（第１１条関係） 

 

                                令和〇 年 〇 月 〇 日 

 

三原市ブロック塀等安全確保事業補助金交付請求書（記入例） 

 

三原市長  様 

                       申請者   〒〇〇〇―〇〇〇〇 

住 所 〇〇市〇〇町〇－〇 

氏 名 〇〇 〇〇        ○印  

電 話 〇〇〇〇―〇〇―〇〇〇〇 

 

 

振 

込 

先 

 

金融 

機関 

                銀  行           本店 

                信用金庫           支店 

                組  合          出張所 

１．普通預金 

２．当座預金 

 

口座番号        

ゆうちょ

銀行 

記号（５ケタ） 〇 〇 〇 〇 〇 

番号（８ケタ） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

口 

座 

名 

義 

フ リ ガ ナ 

〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇      

             

 

〇〇 〇〇 

令和●年 ●月 ●日付け 三建指第●●●号にて額の確定を受けた補助金を， 三原市ブロック塀等安

全確保事業補助金交付要綱第１１条の規定により，次のとおり請求します。 

           請 求 金 額 

       

 

￥ 

十 

１ 

万 

５ 

千 

２ 

百 

０ 

十 

０ 

円 

０ 

 

 
※ 金額は，アラビア数字を使用し，訂正はできません。 

※ 金額の頭に，｢￥｣の記号を併記してください。 

確定通知書（完了実績報告提出後に市から発

行された文書）以降の日付として下さい。 

 
完了報告書とは同じ日付になりません。 

確定通知書（完了実績報告提出後に市から発行され

た文書）の内容を転記して下さい。 

 
完了報告書に記載する日付番号ではありません。 


